
(証券コード4245)

平成28年３月７日

株 主 各 位

愛媛県松山市美沢一丁目９番１号

株式会社ダイキアクシス

代表取締役社長 大 亀 裕

第11回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

さて、当社第11回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に賛否をご表示いただき、平成28年３月24日（木曜日）午後５時30分までに到着す

るようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
　

記
　
1. 日 時 平成28年３月25日（金曜日）午前10時

2. 場 所 愛媛県松山市美沢一丁目９番１号

株式会社ダイキアクシス 本社８階レクリエーションルーム

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3. 株主総会の目的事項

報 告 事 項 1. 第11期（平成27年１月１日から平成27年12月31日まで）事

業報告および連結計算書類ならびに会計監査人および監査

役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第11期（平成27年１月１日から平成27年12月31日まで）計

算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役12名選任の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
※ お願い：当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申し上げます。また、資源節約のため本株主総会招集通知をご持参くださいます

ようお願い申し上げます。

※ 本株主総会招集通知に記載しております株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算

書 類 に 修 正 す べ き 事 項 が 生 じ た 場 合 は イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.daiki-axis.com/）に掲載させていただきます。
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(添 付 書 類)

事 業 報 告
　

（平成27年１月１日から
平成27年12月31日まで）

　
Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

１．事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策および日本銀行

による金融緩和策等により引き続き緩やかな回復基調にあるものの、海外景気

の下振れリスクなどもあり、先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような状況のもと、「Ｃｈａｎｇｅ、Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ、Ｃｏｍｐｌｉ

ａｎｃｅ」の３Ｃを2015年度経営基本方針とし、企業価値の向上に向けた取り

組みを進めてまいりました。

環境機器関連事業セグメントにおける浄化槽排水処理システムの施工および

住宅機器関連事業セグメントにおける建設関連業者等への売上は当社グループ

の重要な柱として引き続き注力するとともに、新規事業においても顧客獲得等

を目指してまいりました。

この結果、当社グループの売上高は323億61百万円（前期比2.7％増）、営業利

益は９億46百万円（前期比16.7％増）、経常利益は10億82百万円（前期比15.1％

増）でありましたが、特別利益における投資有価証券売却益31百万円の計上、

特別損失における子会社の株式会社シルフィードに係るのれん２億48百万円の

減損損失を計上したこと、および、法人税等において昨年過去５年分の税務調

査に係る過年度法人税等63百万円を計上したことにより、当期純利益は３億32

百万円（前期比54.8％減）という結果でありました。

事業別の売上高は、次のとおりであります。

セグメントの名称 売上高（千円) 構成比（％) 前期比（％)

環 境 機 器 関 連 事 業 15,406,587 47.6 101.0

住 宅 機 器 関 連 事 業 16,299,894 50.4 104.9

そ の 他 655,215 2.0 92.0

合 計 32,361,698 100.0 102.7
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２．対処すべき課題

国内におきましては、経済政策および金融緩和策等により、公共および製造

業における設備投資の増加等があるものの、長期的には国内人口の減少や海外

の景気動向を含め、当社が対処していくべき諸問題が鮮明になると考えており

ます。

そのような中、当社内部から企業風土の構築、さらなる一体感の醸成および

意識高揚を図るため経営理念を一新いたしました。また、全社員が当社の企業

姿勢や思いを共有し、国内はもとより世界により分かり易く伝えるためコーポ

レートスローガン「ＰＲＯＴＥＣＴ×ＣＨＡＮＧＥ」（プロテクト・バイ・チェ

ンジ）を制定いたしました。

各事業が付加価値の高い商材およびサービスを提供し続け、また、アジアを

含めた海外展開を加速することで企業価値向上を図る事が必要であると考えて

おります。

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願

い申し上げます。

　

３．設備投資等の状況

当連結会計年度中に実施した当社グループの設備投資等の総額は８億88百万

円であり、その主なものは次のとおりであります。

(1) 当連結会計年度中に完成した主要設備

会 社 名 設備の内容 セグメントの名称

株式会社ダイキアクシス 地下水飲料化システム 環 境 機 器 関 連 事 業

株式会社ダイキアクシス 中 空 糸 膜 環 境 機 器 関 連 事 業

株 式 会 社 ト ー ブ 新 社 屋 環 境 機 器 関 連 事 業

ＰＴ．ＤＡＩＫＩ ＡＸＩＳ ＩＮＤＯＮＥＳＩＡ
新 設 工 場
生 産 設 備

環 境 機 器 関 連 事 業

(2) 当連結会計年度中において継続中の主要設備の新設、拡充

会 社 名 設備の内容 セグメントの名称

株式会社ダイキアクシス 地下水飲料化システム 環 境 機 器 関 連 事 業

株式会社ダイキアクシス 浄 化 槽 製 造 設 備 環 境 機 器 関 連 事 業

(3) 重要な固定資産の売却、撤去、滅失

会 社 名 設備の内容 セグメントの名称

株 式 会 社 ト ー ブ 旧 社 屋 環 境 機 器 関 連 事 業
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４．資金調達の状況

平成26年３月18日付で締結した80億円のシンジケーション方式コミットメン

トライン契約およびグループ内での資金活用をベースに財務戦略を構築してま

いりました。

結果、当連結会計年度末日現在における借入金残高は、短期55億59百万円

（前期、54億92百万円）、長期15億44百万円（前期、17億95百万円）であります。

　

５．他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

平成27年５月25日付で、株式会社アソラの株式1,700株を一般社団法人リモナ

イトマネジメントへ売却したことにより、連結の範囲から除外しております。
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６．財産および損益の状況の推移

(1) 企業集団の財産および損益の状況の推移

(単位：千円)

区 分
第８期

(平成24年度)
第９期

(平成25年度)
第10期

(平成26年度)

第11期
(当連結会計年度)

(平成27年度)

売 上 高 27,202,241 30,753,674 31,506,673 32,361,698

営 業 利 益 338,963 529,098 810,863 946,204

経 常 利 益 564,831 688,571 940,707 1,082,599

当 期 純 利 益 216,812 403,370 736,071 332,863

１株当たり当期純利益 43円41銭 80円10銭 119円62銭 55円09銭

総 資 産 16,085,020 18,817,468 19,063,892 19,411,364

純 資 産 3,823,831 5,180,618 5,555,686 5,740,721

１ 株 当 た り 純 資 産 764円57銭 834円18銭 918円85銭 950円18銭

売 上 高 営 業 利 益 率 1.2％ 1.7％ 2.6％ 2.9％

総資産当期純利益率(ＲＯＡ) 1.4％ 2.3％ 3.9％ 1.7％

自己資本当期純利益率(ＲＯＥ) 5.9％ 9.0％ 13.7％ 5.9％

(注) １．当社では、第９期より連結計算書類を作成しております。なお、第８期につきましては、
「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に基
づき、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて連結財務諸表を作成して
おりますので、参考までに当該数値を記載しております。

２．平成25年10月９日付で１株につき100株の割合で株式分割を行い、また、平成26年５月１日
付で１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、第８期の期首に当該株式分割が行
われたと仮定し、１株当たり当期純利益および１株当たり純資産を算定しております。

(2) 当社の財産および損益の状況の推移

(単位：千円)

区 分
第８期

(平成24年度)
第９期

(平成25年度)
第10期

(平成26年度)
第11期(当期)
(平成27年度)

売 上 高 23,011,219 26,514,492 26,714,481 27,940,109

経 常 利 益 597,327 639,262 656,142 1,072,824

当 期 純 利 益 300,301 503,045 556,524 348,974

１株当たり当期純利益 60円13銭 99円90銭 90円44銭 57円76銭

総 資 産 15,044,987 17,539,992 17,526,912 17,573,202

純 資 産 3,355,650 4,766,019 4,956,483 5,230,377

(注) 平成25年10月９日付で１株につき100株の割合で株式分割を行い、また、平成26年５月１日付
で１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、第８期の期首に当該株式分割が行われた
と仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。
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７．主要な事業内容（平成27年12月31日現在）

セグメントの名称 事 業 内 容

環 境 機 器 関 連 事 業
各種水処理装置の設計・施工・維持管理、合成樹脂等による製品の
販売および設計・施工、環境総合調査

住 宅 機 器 関 連 事 業 各種建設材料・住宅設備機器の販売・施工

そ の 他
植物系廃食用油を原料とするバイオディーゼル燃料の精製・販売お
よび精製プラントの販売、飲料水の製造・販売、小形風力発電機の
開発・製造・販売・施工

　

８．主要な営業所および工場（平成27年12月31日現在）

(1) 当社

名 称 所 在 地

本 社
松山本社：愛媛県松山市美沢一丁目９番１号
東京本社：東京都中央区東日本橋二丁目１５番４号

支 店 等
関西営業本部（兵庫県西宮市）、東北（仙台市宮城野区）、
広島（広島市安佐南区）、高松（香川県高松市）、
高知（高知県高知市）、福岡（福岡県糟屋郡志免町）

営 業 所 16ヶ所

出 張 所 16ヶ所

工 場
松山（愛媛県東温市）、津島（愛媛県宇和島市）、
信州（長野県佐久市）、福島（福島県福島市）

製 造 施 設
Ｄ・ＯｉＬ松山事業所（愛媛県松山市）、
クリクラ（飲料水）製造プラント（愛媛県東温市）

　

(2) 子会社

名 称 所 在 地

株 式 会 社 ト ー ブ 名古屋市西区

株 式 会 社 ダ イ テ ク 愛媛県松山市

株 式 会 社 環 境 分 析 セ ン タ ー 愛媛県松山市

株 式 会 社 ト ー セ ツ 名古屋市西区

レ ッ ク イ ン ダ ス ト リ ー ズ 株 式 会 社 東京都中央区

株 式 会 社 シ ル フ ィ ー ド 東京都中央区

大 器 環 保 工 程 ( 大 連 ) 有 限 公 司 中華人民共和国遼寧省大連市

ＰＴ．ＤＡＩＫＩ ＡＸＩＳ ＩＮＤＯＮＥＳＩＡ インドネシア共和国ジャカルタ
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９．使用人の状況（平成27年12月31日現在）

(1) 企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 (名)

環 境 機 器 関 連 事 業 454 ( 93)

住 宅 機 器 関 連 事 業 108 ( 24)

そ の 他 57 ( 2)

全 社 （共 通） 34 ( 3)

合 計 653 (122)

(注) １．使用人数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者および常用パートを含んで
おります。）であります。

２．パートタイマーおよび契約社員は、（ ）内に外数で記載しております。
３．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない管理部

門・開発部門に所属しているものであります。

(2) 当社の使用人の状況

使用人数(名) 前事業年度末比増減(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年)

442( 63) +2( △5) 42.3 13.9

(注) １．使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者および常
用パートを含んでおります。）であります。

２．パートタイマーおよび契約社員は、（ ）内に外数で記載しております。
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10．重要な子会社の状況（平成27年12月31日現在）

(1) 子会社の状況

会 社 名 所 在 地
資 本 金
または出資金

出資比率 主要な事業内容

株 式 会 社 ト ー ブ 名古屋市西区
30,000
千円

100.0％
総合水処理施設の設
計・施工等

株 式 会 社 ダ イ テ ク 愛媛県松山市
10,000
千円

100.0％
排水処理施設の保守
点検、設備のリフォ
ーム、ビル管理

株式会社環境分析センター 愛媛県松山市
60,000
千円

100.0％
環境総合調査、作業
環境測定、大店立地
法申請業務

株 式 会 社 ト ー セ ツ 名古屋市西区
10,000
千円

100.0％
総合水処理装置の保
守点検

レックインダストリーズ株式会社 東京都中央区
78,251
千円

100.0％

環境プラント事業、
エ ス コ 事 業、 灰 水
洗・バイプロダクト
プラント事業等

株 式 会 社 シ ル フ ィ ー ド 東京都中央区
125,500

千円
100.0％

小形風力発電機の研
究開発・製造・販売

大器環保工程（大連）有限公司
中華人民共和国
遼寧省大連市

16,299
千人民元

100.0％

汚水処理装置・水浄
化装置などの設計・
施工・販売および水
処理装置の維持管理
業務

ＰＴ．ＤＡＩＫＩ ＡＸＩＳ ＩＮＤＯＮＥＳＩＡ
インドネシア共和国
ジャカルタ

70,000
百万ルピア

100.0％
(0.01％)

排水処理装置の製
造・販売

(注) １．出資比率の( )内は、間接所有割合で内数であります。
２．平成27年５月25日付で、株式会社アソラの株式を売却したことにより連結の範囲から除外

しております。
３．東武産業株式会社および東武設備管理株式会社は、平成27年１月１日付でそれぞれ株式会

社トーブおよび株式会社トーセツに商号変更しております。
４．ＰＴ．ＢＥＳＴＩＮＤＯ ＡＱＵＡＴＥＫ ＳＥＪＡＨＴＥＲＡは、平成27年８月11日付で

ＰＴ．ＤＡＩＫＩ ＡＸＩＳ ＩＮＤＯＮＥＳＩＡに商号変更しております。

　

(2) 特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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11．主要な借入先（平成27年12月31日現在）

借 入 先 借入金残高（千円)

株 式 会 社 伊 予 銀 行 2,655,380

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 1,573,750

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 956,250

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 871,323
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Ⅱ．会社の株式に関する事項（平成27年12月31日現在）

１．発行可能株式総数 20,000,000株

２．発行済株式の総数 6,204,400株

３．株主数 2,946名

４．大株主（上位10名）

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数(株) 持株比率(％)

有 限 会 社 Ｙ Ｏ Ｕ プ ラ ニ ン グ 2,070,000 33.4

株 式 会 社 伊 予 銀 行 300,000 4.8

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 240,000 3.9

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 183,200 3.0

資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口) 162,700 2.6

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 123,300 2.0

ダ イ キ ア ク シ ス 従 業 員 持 株 会 103,300 1.7

三 甲 株 式 会 社 79,600 1.3

小 島 勝 人 66,000 1.1

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 64,100 1.0

(注) 資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)の所有株式162,700株は、「株式給付信託(BBT)」
および「株式給付信託(J-ESOP)」制度導入に伴う当社株式であります。なお、当該株式は連結
計算書類および計算書類においては自己株式として処理しておりますが、持株比率からは控除
しておりません。

　

５．その他株式に関する重要な事項

(株式給付信託型BBTおよび株式給付信託型J-ESOP)

当社は、平成26年２月21日開催の取締役会において、役職員の業績および株

価に対するインセンティブを高め、これまで以上に役職員一丸となって業績お

よび企業価値の向上に注力することを目的とした「株式給付信託型BBT」(以下、

「BBT信託」という。)および「株式給付信託型J-ESOP」(以下、「J-ESOP信託」と

いう。)の導入を決議いたしました。

当社は、制定した役員株式給付規程および株式給付規程に基づき、将来給付

する株式を予め取得させるために、信託に金銭を拠出し、信託はこれを原資と

して当社株式を取得いたします。

BBT信託は、役員株式給付規程に基づき当社取締役に業績達成度合いに応じて

ポイントを付与し、付与されたポイントに応じた当社株式を給付する仕組みで

あります。J-ESOP信託は、株式給付規程に基づき当社グループの従業員に業績

貢献度等に応じてポイントを付与し、付与されたポイントに応じた当社株式を

給付する仕組みであります。
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信託に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社株式を交付

する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成25年12月25日）

に基づき、総額法を適用しております。

なお、当連結会計年度末においてBBT信託およびJ-ESOP信託が保有する当社株

式は、連結貸借対照表の純資産の部に自己株式として表示しており、帳簿価額

は159,471千円、株式数は162,700株であります。
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Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項（平成27年12月31日現在）

該当事項はありません。

Ⅳ．会社役員に関する事項

１．取締役および監査役の状況（平成27年12月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 大 亀 裕
レックインダストリーズ株式会社取締役会長
株式会社シルフィード代表取締役社長
PT.DAIKI AXIS INDONESIA代表取締役社長

代表取締役副社長 大 亀 清 一 株式会社ダイテク代表取締役社長

専 務 取 締 役 堀 淵 昭 洋 経営管理本部長

常 務 取 締 役 馬 場 一 弘 西日本営業本部長

常 務 取 締 役 中 山 繁 樹 東日本営業本部長

取 締 役 髙 橋 廣 信 技 術 事 業 部 長

取 締 役 小 山 泰 史 生 産 事 業 部 長

取 締 役 中 村 和 雄 上 水 事 業 部 長

取 締 役 髙 岡 慎 也 関西営業本部長 大器環保工程(大連)有限公司董事長

取 締 役 吉 田 信 茂

取 締 役 出 縄 良 人

常 勤 監 査 役 宮 﨑 順

監 査 役 松 浦 侃

監 査 役 野 村 靖 記

(注) １．取締役のうち、出縄良人氏は、社外取締役であります。
２．監査役のうち、松浦侃氏および野村靖記氏は、社外監査役であります。
３．当社は、取締役出縄良人氏および監査役松浦侃氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．平成27年３月27日開催の第10回定時株主総会終結の時をもって、真田豊氏は任期満了によ

り取締役を退任いたしました。
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２．責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

　

３．取締役および監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 報酬等の総額

取 締 役 　 11名 276,682千円

(う ち 社 外 取 締 役 ) (１名) (3,600千円)

監 査 役 　 ３名 10,900千円

(う ち 社 外 監 査 役) (２名) (3,600千円)

合 計 　14名 287,582千円

(注) １．報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．報酬等の総額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額53,000千円（取締役51,700千

円、監査役1,300千円）を含んでおります。
３．当事業年度末現在の人員は、取締役11名（うち社外取締役１名）、監査役３名（うち社外監

査役２名）であり、上記の支給人員には、平成27年３月27日開催の第10回定時株主総会終
結の時をもって退任した取締役１名を含んでおります。また、無報酬の取締役が１名在任
しております。

　

４．社外役員に関する事項

(1) 重要な兼職先である法人等と当社との関係

該当事項はありません。

(2) 特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

(3) 当事業年度における主な活動内容

氏 名 地 位 主 な 活 動 内 容

出 縄 良 人 社 外 取 締 役
当事業年度に開催された取締役会には、15回中15回（100％）
出席し、公認会計士・税理士としての専門的な知識・経験に
基づき、必要な発言を行っております。

松 浦 侃 社 外 監 査 役

当事業年度に開催された取締役会には、15回中15回（100％）
出席し、また、監査役会には、15回中15回（100％）出席し、
長年にわたる地方行政への関わりによる業務経験に基づき、
必要な発言を行っております。

野 村 靖 記 社 外 監 査 役

当事業年度に開催された取締役会には、15回中15回（100％）
出席し、また、監査役会には、15回中15回（100％）出席し、
出身分野である金融機関を通じて培った知識・経験に基づ
き、必要な発言を行っております。
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Ⅴ．会計監査人に関する事項

１．会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 32,000千円

②
当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額

32,000千円

(注) １．当社監査役会は、監査計画における監査時間および監査報酬の推移ならびに過年度の監査
計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬
等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約におきましては、会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、
上記の金額は合計額を記載しております。

３．当社の海外子会社であるＰＴ．ＤＡＩＫＩ ＡＸＩＳ ＩＮＤＯＮＥＳＩＡにつきましては、
当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

３．会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行状況等を勘案し、その必要があると判断

した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、

当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総

会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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Ⅵ．会社の体制および方針

当社は、平成27年５月22日開催の取締役会において、平成27年５月１日施行の改

正会社法および改正会社法施行規則の改正内容に基づいて、内部統制基本方針の一

部改定を決議いたしました。改定後の内容は、次のとおりであります。

１．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ

の他業務の適正を確保するための体制

(1) 当社の取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保する

ための体制

コンプライアンス体制にかかる規程とともに、役職員が法令・定款および

社会規範を遵守した行動をとるための行動規範を定める。また、コンプライ

アンス全体を統括する組織として、「総合リスク対策委員会」を設置する。

コンプライアンスの推進については、総務部で統括することとし、同部を

中心に役職員教育を行う。これらの活動は定期的に取締役会および監査役に

報告されるものとする。

また、コンプライアンス等に関する情報について、通常の報告ルートとは

異なる内部通報制度を整備するとともに、公益通報者保護法の趣旨に沿って

制定された規程により、その運用を行うこととする。

監査役は、当社の法令遵守体制および内部者通報システムの運用に問題が

あると認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることが

できるものとする。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報については保存媒体に

応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとする。取締

役および監査役は、文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧でき

るものとする。

　

(3) 当社および子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制

リスク管理体制の基礎としてリスク管理規程を定め、各事業部門がリスク

についての管理責任者を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。

当社および子会社は、リスク管理全体を統括する組織として「総合リスク

対策委員会」を設置し、不測の事態が生じた場合には、代表取締役社長を委

員長として「総合リスク対策委員会」を開催し、統括して危機管理にあたる

こととする。
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(4) 当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制の基礎として、定例の取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて適

宜臨時に開催するものとし、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況

の監督等を行う。

取締役会の決定に基づく業務執行については、職務権限規程、職務分掌規

程において、それぞれの責任者およびその責任、執行手続の詳細について定

めることとする。

業務運営については、年度予算、中期経営計画の策定を行い、全社的な目

標を設定する。各事業部門は、その目標達成のため、具体策を決定、実行す

る。

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

当社は、総合リスク対策委員会がグループ会社全体のコンプライアンスを

統括・推進する体制とする。なお、経営管理については、経営基本方針を定

め関係会社管理規程に従い、経営企画部が子会社の状況に応じて必要な管理

を行い、子会社より定期的および随時に報告を受ける。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

およびその使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役は、経営管理本部所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令する

ことができるものとし、その補助すべき期間中は、その使用人への指揮権は

監査役に委譲され、人事異動等に関しても、監査役会の同意を得た上で決定

することとし、取締役からの指揮命令を受けない形で独立性を確保する。

(7) 当社の取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役、使用人等から

報告を受けた者が監査役に報告するための体制

当社の取締役および使用人ならびに子会社の取締役等は、監査役に対して、

法定の事項に加え、当社および子会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査

の実施状況、内部者通報の通報状況およびその内容をすみやかに報告する。

前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役および使用人な

らびに子会社の取締役等に対して報告を求めることができることとする。監

査役に報告を行ったことを理由として当該報告者が不利な取扱いを受けない

よう、社内規程を制定し当該報告者を保護する。
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また、報告を行ったことを理由として、当該報告者が不利な取扱いを受け

ていることが判明した場合には、社内規程により、不利な取扱いを除去する

ため速やかに適切な措置をとる。

　

(8) 監査役の職務執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該

職務について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査役の職務の執行に必要と認められる費用の支出にあたっては、当社が

負担し、その費用については、速やかに支払うものとする。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役と代表取締役社長、代表取締役副社長との間の定期的な意見交換会

を設定する。会計監査人とも緊密な連携を保ち実効性を確保する。

(10) 財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性確保のため、内部統制室を設置し、代表取締役社長を長

として、財務報告の適正性を確保するため、全社的な統制活動および各業務

プロセスの統制活動を強化し、その運用体制を構築する。

(11) 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方およびその整備状況

① 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方

ａ 当社の行動規範、社内規程等に明文の根拠を設け、社長以下役職員が一

丸となって反社会的勢力の排除に取り組む。

ｂ 反社会的勢力とは取引関係を含めて一切関係を持たない。また、反社会

的勢力による不当要求は一切を拒絶する。

② 反社会的勢力との取引排除に向けた整備状況

ａ 反社会的勢力の排除を推進するために総務部を所管部署とし、また、各

支店に不当要求対応の責任者を設置する。

ｂ 「反社会的勢力排除規程」等の関係規程を整備し、反社会的勢力排除のた

めの体制構築に取り組む。

ｃ 「反社会的勢力対応マニュアル」において「反社会的勢力に対する姿勢」

について明文化し、全役職員の行動指針とする。

ｄ 取引先等について、反社会的勢力との関係に関して確認を行う。

ｅ 反社会的勢力の該当有無の確認のため、外部関係機関から得た反社会的

勢力情報の収集に取り組む。

ｆ 反社会的勢力からの不当要求に備え、平素から警察、全国暴力追放運動

推進センター、弁護士等の外部専門機関と密な連携関係を構築する。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当期における当社の業務の適正を確保するための体制の主な運用状況は以下の

とおりであります。

・取締役会を15回開催し、経営に関する重要事項を決定し、月次の経営業績を

検討するとともに法令・定款等への適合性および業務の適正性の観点から審

議いたしました。

・監査役会を15回開催し、監査方針および監査計画を協議決定し、計画に基づ

いた監査を実施しております。また、重要な社内会議への出席や代表取締役、

会計監査人および内部監査室との間で定期的に情報交換等を行うことで、取

締役の職務執行、法令・定款等の遵守、内部統制の整備等を確認しておりま

す。

・内部監査、財務報告に係る内部統制の評価については、内部監査計画に基づ

き実施しております。

Ⅶ．会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する

基本方針については、特に定めておりません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満を切り捨て、比率その他については四
捨五入にて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

(平成27年12月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 13,656,295 流 動 負 債 11,598,918

現 金 及 び 預 金 3,366,534 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,135,799

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 5,229,938 工 事 未 払 金 1,111,981

完 成 工 事 未 収 入 金 1,543,670 短 期 借 入 金 5,000,000

商 品 及 び 製 品 273,814 １年内返済予定の長期借入金 559,848

仕 掛 品 6,424 リ ー ス 債 務 115,308

未 成 工 事 支 出 金 1,443,366 未 払 法 人 税 等 197,136

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 184,135 未 成 工 事 受 入 金 747,858

繰 延 税 金 資 産 165,633 賞 与 引 当 金 237,098

未 収 入 金 963,218 役 員 賞 与 引 当 金 63,500

そ の 他 499,954 完 成 工 事 補 償 引 当 金 48,234

貸 倒 引 当 金 △20,394 製 品 保 証 引 当 金 7,628

固 定 資 産 5,755,068 工 事 損 失 引 当 金 20

有 形 固 定 資 産 4,331,194 そ の 他 1,374,505

建 物 及 び 構 築 物 1,272,608 固 定 負 債 2,071,724

機械装置及 び 運 搬 具 1,091,645 長 期 借 入 金 1,544,185

土 地 1,626,112 リ ー ス 債 務 198,517

リ ー ス 資 産 173,428 繰 延 税 金 負 債 99,652

建 設 仮 勘 定 83,844 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 8,000

そ の 他 83,554 株 式 給 付 引 当 金 65,214

無 形 固 定 資 産 116,304 資 産 除 去 債 務 102,241

の れ ん 61,774 そ の 他 53,913

リ ー ス 資 産 25,753 負 債 合 計 13,670,642

そ の 他 28,775 (純資産の部)

投資その他の資産 1,307,569 株 主 資 本 5,414,207

投 資 有 価 証 券 980,259 資 本 金 1,983,290

長 期 貸 付 金 44,652 資 本 剰 余 金 1,766,394

繰 延 税 金 資 産 26,477 利 益 剰 余 金 1,823,994

そ の 他 425,419 自 己 株 式 △159,471

貸 倒 引 当 金 △169,239 その他の包括利益累計額 326,514

その他有価証券評価差額金 370,087

為 替 換 算 調 整 勘 定 △43,573

純 資 産 合 計 5,740,721

資 産 合 計 19,411,364 負 債 及 び 純 資 産 合 計 19,411,364

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
　

（平成27年１月１日から
平成27年12月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 32,361,698

売 上 原 価 26,332,779

売 上 総 利 益 6,028,918

販売費及び一般管理費 5,082,714

営 業 利 益 946,204

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,705

受 取 配 当 金 11,992

仕 入 割 引 159,869

そ の 他 53,401 229,969

営 業 外 費 用

支 払 利 息 55,392

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △861

支 払 手 数 料 23,623

そ の 他 15,419 93,573

経 常 利 益 1,082,599

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 416

投 資 有 価 証 券 売 却 益 31,231

関 係 会 社 株 式 売 却 益 823 32,471

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 988

固 定 資 産 除 却 損 14,579

減 損 損 失 248,208

そ の 他 2,842 266,619

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 848,451

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 415,246

過 年 度 法 人 税 等 63,426

法 人 税 等 調 整 額 37,085 515,759

少数株主損益調整前当期純利益 332,692

少 数 株 主 損 失 ( △ ) △171

当 期 純 利 益 332,863

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

（平成27年１月１日から
平成27年12月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成27年１月１日残高 1,983,290 1,766,394 1,701,753 △159,471 5,291,965

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △210,949 － △210,949

連結除外による利益剰余金増加額 － － 327 － 327

当 期 純 利 益 － － 332,863 － 332,863

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額)

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 122,241 － 122,241

平成27年12月31日残高 1,983,290 1,766,394 1,823,994 △159,471 5,414,207

(単位：千円)

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利益累計額合計

平成27年１月１日残高 226,054 33,414 259,468 4,252 5,555,686

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △210,949

連結除外による利益剰余金増加額 － － － － 327

当 期 純 利 益 － － － － 332,863

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額)

144,033 △76,987 67,045 △4,252 62,793

当 期 変 動 額 合 計 144,033 △76,987 67,045 △4,252 185,034

平成27年12月31日残高 370,087 △43,573 326,514 － 5,740,721

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
　

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数

８社

連結子会社の名称

株式会社トーブ

株式会社ダイテク

株式会社環境分析センター

株式会社トーセツ

レックインダストリーズ株式会社

株式会社シルフィード

大器環保工程(大連)有限公司

ＰＴ．ＤＡＩＫＩ ＡＸＩＳ ＩＮＤＯＮＥＳＩＡ

なお、株式会社アソラは、平成27年５月25日付で所有株式を売却したため、

連結の範囲から除外しております。

また、平成27年１月１日付で東武産業株式会社及び東武設備管理株式会社は

それぞれ株式会社トーブ及び株式会社トーセツに、平成27年８月11日付でＰＴ．

ＢＥＳＴＩＮＤＯ ＡＱＵＡＴＥＫ ＳＥＪＡＨＴＥＲＡはＰＴ．ＤＡＩＫＩ Ａ

ＸＩＳ ＩＮＤＯＮＥＳＩＡに商号変更しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度に関する事項

当連結会計年度より、ＰＴ．ＤＡＩＫＩ ＡＸＩＳ ＩＮＤＯＮＥＳＩＡの決算

日を９月30日に変更しております。従来より、連結計算書類の作成にあたっては、

同社の9月30日現在の仮決算に基づく計算書類を使用しているため、この決算期変

更による連結計算書類に与える影響はありません。なお、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致しており、連結計算書類の作

成にあたっては同日における計算書類を使用しております。
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(4) 会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

　

たな卸資産

製品（受注生産品目）

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）

商品、その他の製品、半製品、原材料、仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）

未成工事支出金

個別法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）、

排水処理設備維持管理用の中空糸膜および地下水飲料化システムについて

は定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ５～60年

機械装置及び運搬具 ５～17年

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法
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リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とする定額法

③ 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負

担すべき額を計上しております。

役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基

づき計上しております。

完成工事補償引当金

完成工事の瑕疵担保等の費用の発生に備えるため、過去の実績に基づく見

積額を計上しております。

製品保証引当金

製品の品質保証等の費用の発生に備えるため、過去の実績に基づく見積額

を計上しております。

工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のう

ち損失の発生が見込まれ、かつその金額を合理的に見積もることができる工

事について、損失見込額を計上しております。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支

給額を計上しております。
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株式給付引当金

株式給付規程に基づく当社グループ従業員への当社株式の給付に備えるた

め、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。

④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

重要な収益および費用の計上基準

完成工事高および完成工事原価の計上基準

請負工事に係る収益の計上基準は、工事進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比

例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

のれんの償却方法および償却期間

のれんの償却については、５年間又は10年間にわたる均等償却を行ってお

ります。

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

２．追加情報

平成27年３月31日に「地方税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第２号)

及び「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)が公布され、平成

27年４月１日以後開始する連結会計年度より、法人税率等が変更されることになり

ました。

これに伴い、平成28年１月１日以後開始する連結会計年度において解消が見込ま

れる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税

率は、平成28年１月１日から平成28年12月31日までは35.37％から32.82％へ、平成

29年１月１日以降は35.37％から32.06％へ変更されます。

この税率変更により、その他有価証券評価差額金が14,208千円、法人税等調整額

が17,022千円がそれぞれ増加し、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除

した金額）が2,814千円減少しております。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産および担保に係る債務

担保に供している資産

投資有価証券 595,757 千円

　

担保に係る債務

支払手形及び買掛金 491,371 千円
工事未払金 5,407 千円

計 496,779 千円
　

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,351,047 千円

(3) 連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済
処理しております。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったた
め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれておりま
す。

受取手形 113,149 千円

(4) 受取手形裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 9,459 千円
　

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 6,204,400 株

(2) 配当に関する事項

① 連結会計年度中に行った剰余金の配当

決議 株式の種類
配当金の

総額(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成27年３月27日

定時株主総会
普通株式 117,883 19 平成26年12月31日 平成27年３月30日

平成27年８月11日

取締役会
普通株式 93,066 15 平成27年６月30日 平成27年９月９日

(注) １．平成27年３月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する当社の株式
に対する配当金額3,091千円が含まれております。

２．平成27年８月11日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する当社の株式に対
する配当金額2,440千円が含まれております。

― 27 ―



② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金

の原資

配 当 金 の

総額(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成28年３月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 93,066 15 平成27年12月31日 平成28年３月28日

(注) 配当金の総額には、信託が保有する当社の株式に対する配当金額2,440千円が含まれておりま
す。

(3) 従業員等に信託を通じて当社の株式を交付する取引に関する事項

当連結会計年度末の自己株式数に含まれるBBT信託およびJ-ESOP信託が保有する当

社の株式数

　 当連結会計年度末162,700株

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、

銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

② 金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、完成工事未収入金、未収入金は、顧客

の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有す

る取引企業の株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、工事未払金は、１年以内の支払期日で

あります。借入金の使途は、運転資金（主として短期）および設備投資資金

（長期）であり、一部の長期借入金には、組込デリバティブを区分して測定でき

ない複合金融商品が含まれております。なお、デリバティブ取引は、内部管理

規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には

含めておりません（(注) ２．参照）。

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 現金及び預金 3,366,534 3,366,534 －

(2) 受取手形及び売掛金 5,229,938 5,229,938 －

(3) 完成工事未収入金 1,543,670 1,543,670 －

(4) 未収入金 963,218 963,218 －

(5) 投資有価証券

その他有価証券 973,953 973,953 －

(6) 支払手形及び買掛金 2,135,799 2,135,799 －

(7) 工事未払金 1,111,981 1,111,981 －

(8) 短期借入金 5,000,000 5,000,000 －

(9) 未成工事受入金 747,858 747,858 －

(10)長期借入金（*） 2,104,033 2,108,868 4,835

(11)リース債務（*） 313,826 314,026 199

(12)デリバティブ取引 － － －

(*) １年内返済予定の長期借入金および１年内支払予定のリース債務を含めております。

(注) １．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項
資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 完成工事未収入金、(4) 未収入金

これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(5) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格または取引

金融機関から提示された価格によっております。
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負債
(6) 支払手形及び買掛金、(7) 工事未払金、(8) 短期借入金、(9)未成工事受入金

これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(10) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。

(11) リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(12) デリバティブ取引

複合金融商品の組込デリバティブは、合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品

全体を時価評価し、この時価は(10) 長期借入金に含めて記載しております。

(注) ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 6,306

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(5) 投資有価証券」には含めておりません。

　

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 950円18銭

(2) １株当たり当期純利益 55円09銭

　

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

― 30 ―



貸 借 対 照 表
　

(平成27年12月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 10,921,476 流 動 負 債 10,150,444

現 金 及 び 預 金 2,174,265 買 掛 金 2,066,917

受 取 手 形 2,115,135 工 事 未 払 金 746,044

売 掛 金 2,569,656 短 期 借 入 金 4,600,000

完 成 工 事 未 収 入 金 929,647 １年内返済予定の長期借入金 469,628

商 品 及 び 製 品 238,225 リ ー ス 債 務 68,626

仕 掛 品 589 未 払 金 411,016

未 成 工 事 支 出 金 1,313,178 未 払 費 用 34,629

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 176,979 未 払 法 人 税 等 150,003

前 渡 金 243,553 未 払 消 費 税 等 201,653

前 払 費 用 32,177 前 受 金 315,733

繰 延 税 金 資 産 134,700 未 成 工 事 受 入 金 659,101

未 収 入 金 925,450 預 り 金 126,139

そ の 他 83,910 賞 与 引 当 金 194,115

貸 倒 引 当 金 △15,992 役 員 賞 与 引 当 金 53,000

固 定 資 産 6,651,725 完 成 工 事 補 償 引 当 金 41,125

有 形 固 定 資 産 3,193,947 製 品 保 証 引 当 金 7,628

建 物 652,462 工 事 損 失 引 当 金 20

構 築 物 43,439 そ の 他 5,060

機 械 及 び 装 置 1,028,579 固 定 負 債 2,192,380

車 両 運 搬 具 0 長 期 借 入 金 1,364,145

工 具、 器 具 及 び 備 品 51,387 リ ー ス 債 務 53,485

土 地 1,270,669 繰 延 税 金 負 債 80,701

リ ー ス 資 産 63,568 関係会社事業損失引当金 485,913

建 設 仮 勘 定 83,839 株 式 給 付 引 当 金 65,214

無 形 固 定 資 産 45,511 資 産 除 去 債 務 98,863

ソ フ ト ウ エ ア 23,865 そ の 他 44,055

リ ー ス 資 産 20,233

そ の 他 1,411 負 債 合 計 12,342,824

投資その他の資産 3,412,267 (純 資 産 の 部)

投 資 有 価 証 券 848,865 株 主 資 本 4,880,030

関 係 会 社 株 式 1,944,725 資 本 金 1,983,290

関 係 会 社 出 資 金 93,248 資 本 剰 余 金 1,766,394

長 期 貸 付 金 44,652 資 本 準 備 金 1,766,394

関係会社長 期 貸 付 金 280,000 利 益 剰 余 金 1,289,818

破 産 更 生 債 権 等 48,393 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,289,818

長 期 前 払 費 用 61,320 固定資産圧縮積立金 164,071

差 入 保 証 金 128,898 繰 越 利 益 剰 余 金 1,125,747

長 期 未 収 入 金 98,736 自 己 株 式 △159,471

そ の 他 25,263 評価・換算差額等 350,347

貸 倒 引 当 金 △161,836 その他有価証券評価差額金 350,347

純 資 産 合 計 5,230,377

資 産 合 計 17,573,202 負債及び純 資 産 合 計 17,573,202
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
　

（平成27年１月１日から
平成27年12月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 27,940,109

売 上 原 価 23,140,192

売 上 総 利 益 4,799,916

販売費及び一般管理費 4,229,581

営 業 利 益 570,335

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,170

受 取 配 当 金 243,246

仕 入 割 引 157,061

受 取 手 数 料 124,936

そ の 他 64,324 594,738

営 業 外 費 用

支 払 利 息 50,029

支 払 手 数 料 23,623

関係会社事業損失引当金繰入額 △1,322

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △861

そ の 他 20,780 92,248

経 常 利 益 1,072,824

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 31,231 31,231

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 341,999

関係会社事業損失引当金繰入額 17,595

そ の 他 3,515 363,111

税 引 前 当 期 純 利 益 740,944

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 295,546

過 年 度 法 人 税 等 63,426

法 人 税 等 調 整 額 32,995 391,969

当 期 純 利 益 348,974

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
　

（平成27年１月１日から
平成27年12月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利 益 剰 余 金 利益剰余金

合 計固 定 資 産
圧縮積立金

繰 越
利益剰余金

平成27年１月１日残高 1,983,290 1,766,394 1,766,394 162,891 988,901 1,151,792

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △210,949 △210,949

税率変更による積立金の調整額 － － － 7,926 △7,926 －

固定資産圧縮積立金の取崩 － － － △6,746 6,746 －

当 期 純 利 益 － － － － 348,974 348,974

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

－ － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － 1,179 136,845 138,025

平成27年12月31日残高 1,983,290 1,766,394 1,766,394 164,071 1,125,747 1,289,818

(単位：千円)

株主資本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成27年１月１日残高 △159,471 4,742,005 214,478 214,478 4,956,483

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △210,949 － － △210,949

税率変更による積立金の調整額 － － － － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － － － － －

当 期 純 利 益 － 348,974 － － 348,974

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

－ － 135,868 135,868 135,868

当 期 変 動 額 合 計 － 138,025 135,868 135,868 273,894

平成27年12月31日残高 △159,471 4,880,030 350,347 350,347 5,230,377

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準および評価の方法

① 有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

　

② たな卸資産の評価基準および評価方法

製品（受注生産品目）

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）

商品、その他の製品、半製品、原材料、仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）

未成工事支出金

個別法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、建物（建物附属設備は除く)、排水処理設備維持管理用の中空糸膜

および地下水飲料化システムについては定額法

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法
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③ リース資産

リース期間を耐用年数とする定額法

④ 長期前払費用

均等償却

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に負担すべき額を

計上しております。

③ 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

④ 完成工事補償引当金

完成工事の瑕疵担保等の費用の発生に備えるため、過去の実績に基づく見積

額を計上しております。

⑤ 製品保証引当金

製品の品質保証等の費用の発生に備えるため、過去の実績に基づく見積額を

計上しております。

⑥ 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当期末手持工事のうち損失の発生

が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、

損失見込額を計上しております。

⑦ 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社の資産内容等を勘案して当該

関係会社の債務超過額のうちの当社負担見込額を計上しております。
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⑧ 株式給付引当金

株式給付規程に基づく当社グループ従業員への当社株式の給付に備えるため、

当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4) 収益および費用の計上基準

完成工事高および完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積もりは原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理の方法

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

２．追加情報

平成27年３月31日に「地方税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第２号)

及び「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)が公布され、平成

27年４月１日以後開始する事業年度より、法人税率等が変更されることになりまし

た。

これに伴い、平成28年１月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる

一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、

平成28年１月１日から平成28年12月31日までは35.37％から32.82％へ、平成29年１

月１日以降は35.37％から32.06％へ変更されます。

この税率変更により、その他有価証券評価差額金が13,577千円、法人税等調整額

が15,300千円それぞれ増加し、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除し

た金額）が1,723千円減少しております。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産および担保に係る債務

担保に供している資産

投資有価証券 595,757 千円

　

担保に係る債務

買掛金 491,371 千円
工事未払金 5,407 千円

計 496,779 千円
　

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,165,865 千円

(3) 保証債務

下記の会社の金融機関からの借入金および支払承諾、リース会社からの債務に

対して、次のとおり債務保証を行っております。

株式会社トーブ 357,160 千円
株式会社シルフィード 191,895 千円
PT.DAIKI AXIS INDONESIA 2,974 千円

(4) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 46,520 千円
短期金銭債務 268,764 千円
長期金銭債務 120,000 千円

(5) 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理してお
ります。なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形
が期末残高に含まれております。

受取手形 110,060 千円
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(6) コミットメントライン契約およびこれに係る財務制限条項

当社においては運転資金の効率的な調達を行うため、株式会社伊予銀行および

株式会社三菱東京UFJ銀行をアレンジャーとするシンジケート方式コミットメント

ライン契約を締結しております。

当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入実行残高等は次のとおり

であります。

資金調達枠 8,000,000 千円
借入実行残高 4,500,000 千円

差引額 3,500,000 千円
なお、当該契約では、下記の条件のいずれかに抵触した場合、本契約上のすべ

ての債務について、期限の利益を喪失する場合があります。

・各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表（但し、連結の貸借対照表

を作成した場合には、当該連結貸借対照表）における純資産の部の金額を、

当該決算期の直前の決算期の末日における単体の貸借対照表（但し、連結の

貸借対照表を作成した場合には、当該連結貸借対照表）における純資産の部

の金額の75％の金額以上に維持すること。

・各年度の決算期の末日における単体の損益計算書（但し、連結の損益計算書

を作成した場合には、当該連結損益計算書）上の経常損益および当該決算期

の直前の決算期に係る単体の損益計算書（但し、連結の損益計算書を作成し

た場合には、当該連結損益計算書）上の経常損益双方について経常損失を計

上しないこと。

　

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

関係会社との営業取引による取引高の総額

売上高 54,022千円
売上原価 1,049,130千円
販売費及び一般管理費 106,271千円

関係会社との営業取引以外の取引による取引高の総額 369,872千円
　

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類および株式数

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 162,700 － － 162,700

(注) 当事業年度末の自己株式数は、BBT信託およびJ-ESOP信託が保有する株式162,700株でありま
す。
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払金 25,600千円

貸倒引当金 52,426千円

工事損失引当金 6千円

完成工事補償引当金 13,497千円

製品保証引当金 2,503千円

賞与引当金 63,708千円

関係会社事業損失引当金 155,784千円

減損損失 124,680千円

その他 294,723千円

繰延税金資産小計 732,932千円

評価性引当額 △450,612千円

繰延税金資産合計 282,319千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △131,507千円

資産除去債務 △19,286千円

固定資産圧縮積立金 △77,527千円

繰延税金負債合計 △228,321千円

繰延税金資産(負債)の純額 53,998千円
　

(注) 繰延税金資産および繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれ

ています。

流動資産－繰延税金資産 134,700千円

固定資産－繰延税金資産 －千円

流動負債－繰延税金負債 －千円

固定負債－繰延税金負債 80,701千円
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７．関連当事者との取引

子会社等

種類 会社等の名称 所 在 地
資 本 金
(千円)

事業の内容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子

会

社

レックインダストリーズ
株式会社

東 京 都
中 央 区

78,251
排水、浄水
設備の国内
外への販売

直接
100.0％

役員の兼務
４名

資金の貸付

－ －
関 係 会 社
長期貸付金

280,000

利息の受取 4,199 未 収 入 金 356

債 務 保 証 374,833 － －

株式会社トーブ
名古屋市
西 区

30,000
総合水処理
施 設 の 設
計・施工等

直接
100.0％

役員の兼務
１名

債 務 保 証 357,160 － －

株式会社シルフィード
東 京 都
中 央 区

125,500

小形風力発
電機の研究
開発および
製造、販売

直接
100.0％

役員の兼務
２名

債 務 保 証 209,491 － －

(注) １．取引条件および取引条件の決定方針等
貸付については、市場金利を勘案して合理的に利率を決定しております。
株式会社トーブの銀行借入、レックインダストリーズ株式会社ならびに株式会社シルフィ
ードのリース債務および銀行借入に対し、債務保証を行っております。なお、当該債務保
証に対する保証料は受領しておりません。

２．子会社の財政状態を勘案し、合計485,913千円の関係会社事業損失引当金を計上しておりま
す。また、当事業年度において△1,322千円の関係会社事業損失引当金繰入額(営業外費
用)、17,595千円の関係会社事業損失引当金繰入額(特別損失)を計上しております。

　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 865円71銭

(2) １株当たり当期純利益 57円76銭

　

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

　

10．連結配当規制適用会社に関する注記

当社は、連結配当規制適用会社であります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年２月10日

株式会社ダイキアクシス
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 黒 訓 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田 中 賢 治 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ダイキアクシスの平成27年1月1
日から平成27年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社ダイキアクシス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年２月10日

株式会社ダイキアクシス
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 黒 訓 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田 中 賢 治 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ダイキアクシスの平成27
年1月1日から平成27年12月31日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監査役会の監査報告書

当監査役会は、平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第11期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で

監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を

調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査

役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の

報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社及び子会社から成る企業集

団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100

条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及

び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告

を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算

規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成

17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし

た。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

平成28年２月12日

株式会社ダイキアクシス 監査役会

常勤監査役 宮 﨑 順 ㊞

社外監査役 松 浦 侃 ㊞

社外監査役 野 村 靖 記 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　
議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業環境および事業の継

続的成長のための内部留保などを総合的に勘案し、以下のとおりとさせていただ

きたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき １５円

総額 ９３，０６６，０００円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成２８年３月２８日

　
第２号議案 取締役12名選任の件

取締役全員（11名）は本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますの

で、企業統治体制を一層強化するために１名増員し、取締役12名の選任をお願い

いたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

１

大
お お が め ひ ろ し

亀 裕
(昭和35年５月26日生)

〈再任〉

平成17年７月 当社設立 代表取締役社長（現任）

58,400株

平成23年12月 レックインダストリーズ株式会社取締役
会長（現任）

平成24年４月 株式会社シルフィード代表取締役社長
（現任）

平成25年10月 PT.BESTINDO AQUATEK SEJAHTERA
（現：PT.DAIKI AXIS INDONESIA）代表取
締役社長（現任）

重要な兼職の状況：レックインダストリーズ株式会社取
締役会長、株式会社シルフィード代
表取締役社長、

PT.DAIKI AXIS INDONESIA代表取締
役社長

取締役会出席状況：100％(15回/15回)

【取締役候補者とした理由】

代表取締役社長としての任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊富な
経験と高度な知識を有しています。また、当社の設立から取締役として当
社の企業経営に従事し、職務を適切に遂行していることから、当社取締役
として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としております。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

２

大
お お が め き よ い ち

亀 清 一
(昭和23年３月６日生)

〈再任〉

平成17年７月 当社設立 代表取締役専務

38,900株

平成21年４月 株式会社ダイテク代表取締役社長（現任）

平成27年３月 当社代表取締役副社長（現任）

重要な兼職の状況：株式会社ダイテク代表取締役社長

取締役会出席状況：100％(15回/15回)

【取締役候補者とした理由】

代表取締役副社長としての任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊富
な経験と高度な知識を有しています。また、当社の設立から取締役として
当社の企業経営に従事し、職務を適切に遂行していることから、当社取締
役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としております。

３

堀
ほ り ぶ ち あ き ひ ろ

淵 昭 洋
(昭和34年６月５日生)

〈再任〉

平成17年７月 当社設立 取締役

18,600株

平成17年10月 当社取締役管理グループマネジャー

平成19年１月 当社取締役経営管理本部長

平成23年３月 当社常務取締役経営管理本部長

平成27年３月 当社専務取締役経営管理本部長（現任）

重要な兼職の状況：―

取締役会出席状況：100％(15回/15回)

【取締役候補者とした理由】

経理部門の責任者としての任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊富
な経験と高度な知識を有しています。また、当社の設立から取締役として
当社の企業経営に従事し、職務を適切に遂行していることから、当社取締
役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としております。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

４

馬
ば ば か ず ひ ろ

場 一 弘
(昭和34年11月27日生)

〈再任〉

平成17年10月 当社入社 執行役員住宅機器営業グルー
プ高松支店長兼環境機器営業グループ高
松支店長

5,800株

平成19年１月 当社執行役員大阪支社長兼高松支店長

平成19年３月 当社取締役大阪支社長兼高松支店長

平成20年１月 当社取締役大阪支社長

平成27年３月 当社常務取締役大阪支社長

平成27年４月 当社常務取締役西日本営業本部長（現任）

重要な兼職の状況：―

取締役会出席状況：100％(15回/15回)

【取締役候補者とした理由】

西日本営業本部の責任者としての任務を通じて、当社の事業活動に関
し、豊富な経験と高度な知識を有しています。また、平成19年３月より取
締役として当社の企業経営に従事し、職務を適切に遂行していることか
ら、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者として
おります。

５

中
な か や ま し げ き

山 繁 樹
(昭和36年９月14日生)

〈再任〉

平成17年10月 当社入社

1,000株

平成18年７月 当社福岡支店長

平成22年１月 当社東京支社長

平成22年３月 当社取締役東京支社長

平成27年３月 当社常務取締役東京支社長

平成27年４月 当社常務取締役東日本営業本部長（現任）

重要な兼職の状況：―

取締役会出席状況：100％(15回/15回)

【取締役候補者とした理由】

東日本営業本部の責任者としての任務を通じて、当社の事業活動に関
し、豊富な経験と高度な知識を有しています。また、平成22年３月より取
締役として当社の企業経営に従事し、職務を適切に遂行していることか
ら、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者として
おります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

６

髙
た か は し ひ ろ の ぶ

橋 廣 信
(昭和30年10月14日生)

〈再任〉

平成17年10月 当社入社

200株

平成19年ｌ月 当社技術統括部長

平成21年ｌ月 当社技術部長

平成23年３月 当社取締役技術部長

平成27年４月 当社取締役技術事業部長（現任）

重要な兼職の状況：―

取締役会出席状況：93％(14回/15回)

【取締役候補者とした理由】

技術事業部の責任者としての任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊
富な経験と高度な知識を有しています。また、平成23年３月より取締役と
して当社の企業経営に従事し、職務を適切に遂行していることから、当社
取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としておりま
す。

７

小
こ や ま や す し

山 泰 史
(昭和31年６月９日生)

〈再任〉

平成17年10月 当社入社 執行役員生産グループマネジ
ャー

6,100株

平成19年１月 当社生産統括部長

平成21年１月 当社生産部長

平成23年３月 当社取締役生産部長

平成27年４月 当社取締役生産事業部長（現任）

重要な兼職の状況：―

取締役会出席状況：100％(15回/15回)

【取締役候補者とした理由】

生産事業部の責任者としての任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊
富な経験と高度な知識を有しています。また、平成23年３月より取締役と
して当社の企業経営に従事し、職務を適切に遂行していることから、当社
取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としておりま
す。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

８

中
な か む ら か ず お

村 和 雄
(昭和34年７月11日生)

〈再任〉

平成17年10月 当社入社 東北支店長

500株

平成20年１月 当社開発営業統括部東京開発営業部長

平成21年４月 当社上水営業本部上水営業部長

平成22年１月 当社上水事業部長

平成25年３月 当社取締役上水事業部長（現任）

重要な兼職の状況：―

取締役会出席状況：100％(15回/15回)

【取締役候補者とした理由】

上水事業部の責任者としての任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊
富な経験と高度な知識を有しています。また、平成25年３月より取締役と
して当社の企業経営に従事し、職務を適切に遂行していることから、当社
取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としておりま
す。

９

髙
た か お か し ん や

岡 慎 也
(昭和39年12月14日生)

〈再任〉

平成17年10月 当社入社

3,600株

平成22年３月 大器環保工程（大連）有限公司董事長
（現任）

平成23年４月 当社東京支社東京施設管理部長

平成25年３月 当社取締役東京支社東京施設管理部長

平成27年４月 当社取締役関西営業本部長（現任）

重要な兼職の状況：大器環保工程（大連）有限公司董事
長

取締役会出席状況：100％(15回/15回)

【取締役候補者とした理由】

関西営業本部の責任者としての任務を通じて、当社の事業活動に関し、
豊富な経験と高度な知識を有しています。また、平成25年３月より取締役
として当社の企業経営に従事し、職務を適切に遂行していることから、当
社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としておりま
す。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

10

吉
よ し だ の ぶ し げ

田 信 茂
(昭和27年６月21日生)

〈再任〉

平成17年10月 当社入社

―

平成19年４月 当社施設営業部長

平成20年１月 当社施設管理統括部長

平成22年１月 当社施設管理事業部事業部長

平成22年３月 当社取締役施設管理事業部事業部長

平成23年７月 当社取締役（現任）

重要な兼職の状況：―

取締役会出席状況：100％(15回/15回)

【取締役候補者とした理由】

平成22年３月より取締役として当社の企業経営に従事し、職務を適切に
遂行していることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き
取締役候補者としております。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

11

出
で な わ よ し と

縄 良 人
(昭和36年１月31日生)

〈再任〉
〈独立役員候補者〉

昭和58年６月 監査法人太田哲三事務所（現：新日本有
限責任監査法人）入社

―

昭和62年３月 公認会計士登録

平成５年２月 株式会社ディー・ブレイン（現：クラウ
ドバンク・インキュラボ株式会社）設立
代表取締役

平成５年７月 出縄公認会計士事務所設立 所長（現任）

平成９年７月 ディー・ブレイン証券株式会社（現：日
本クラウド証券株式会社）設立 取締役

平成11年３月 同社 代表取締役

平成22年11月 株式会社出縄＆カンパニー設立 代表取
締役（現任）

平成25年２月 みどり証券株式会社（現：日本クラウド
証券株式会社）取締役会長

平成26年３月 当社社外取締役（現任）

平成27年５月 DANベンチャーキャピタル株式会社設立
代表取締役（現任）

重要な兼職の状況：―

取締役会出席状況：100％(15回/15回)

【社外取締役候補者とした理由】

公認会計士・税理士としての専門的な知識・経験等を当社財務戦略活動
全般に活かしていただきたいため、引き続き社外取締役として選任をお願
いするものであります。
当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって２年とな

ります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

12

御
み た ら い と お る

手 洗 徹
(昭和26年２月１日生)

〈新任〉
〈独立役員候補者〉

昭和50年４月 株式会社三和銀行(現：株式会社三菱東京
UFJ銀行)入行

―

平成18年７月 オリックス株式会社入社

平成19年１月 ORIX Asia Limited 代表取締役社長

重要な兼職の状況：―

取締役会出席状況：―％(―回/―回)

【社外取締役候補者とした理由】

長年に亘る銀行業務および海外での勤務経験等により幅広い観点からご
意見をいただけるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするもの
であります。

(注) 各取締役候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。

以上
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〈メ モ 欄〉





Ｎ

至三津 至道後

伊予鉄衣山駅

タマホーム

愛媛日産
モーター
愛媛日産
モーター

パルティ
フジ衣山

ダイキアクシス
(ダイキ本社ビル内)

松山労働
総合庁舎 中央ボウル中央ボウル

サーパス宮西サーパス宮西

至
北
条

松
山

記
念
病
院

松
山

記
念
病
院

四
電
工

東
洋
印
刷

東
洋
印
刷

ホテルクラウンヒルズ松山ホテルクラウンヒルズ松山

JR松山駅

松山総合公園

西
部
環
状
線

伊予鉄
古町駅
伊予鉄
古町駅

フジ
グラン
フジ
グラン

キスケキスケ

愛媛新聞社愛媛新聞社

西
堀
端

ダイキアクシス
(ダイキ本社ビル内)

入口

入口入口出口出口
３階屋上駐車場３階屋上駐車場

ダイキEX美沢屋上入口ダイキEX美沢屋上入口

駐車場ご案内駐車場ご案内

株主総会会場ご案内図
　
会 場 愛媛県松山市美沢一丁目９番１号

株式会社ダイキアクシス 本社８階レクリエーションルーム
TEL（089）927-2222
(注) 当日駐車場をご利用される方は、ダイキEX美沢の３階屋上駐車場

をご利用ください。

交通案内 ・JR松山駅から徒歩で約15分
・伊予鉄高浜線衣山駅から徒歩で約８分
・松山空港から車で約10分
・松山観光港から車で約20分

　

　
※ダイキEX美沢の３階屋上駐車場南側にダイキ本社ビル入口があります。


